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Ⅰ 事実の概要

1 事業者等

野菜の交配種は､遺伝的性質の異なる品種

同士を交配させて親品種の優れた特性を受け

継いだ均一な遺伝的性質を一代目に発現させ

るように育種された品種であり､その優れた

特性は次の代には失われるため､交配種の種

子の需要者 (野菜栽培農家等)は､毎年新た

に種子を購入する必要がある｡

本件は､野菜の交配種の種子を生産または

購入し､袋 ｡缶等の容器に詰め､野菜栽培農

家および一般消費者に対して､直接に､また

は卸売業者､小売業者､農業協同組合もしく

はその連合会を通 じて販売する事業者 (以下､

これらの事業者を ｢元請業者｣､販売する交配種

の種子を ｢元請種子｣という)32社による､は

くさい､キャベツ､だいこんおよびかぶの元

詰種子 (以下 ｢4種類の元請種子｣という)の

価格カルテル事件が背景になっている｡原告

らを含む32社の4種類の元詰種子の販売金額

の合計は､国内で販売されるそれぞれの種類

の元詰種子の総販売金額のほとんどすべてま

たは大部分を占めている｡

2 元詰種子の価格設定

(1)価格表価格

32社は､自社が販売する4種類の元詰種子

について､毎年5月から7月までの間の特定

の日を始期とする1年間 (以下､この1年間

を ｢年度｣という)に適用される取引先向け

の価格を設定し､これを記載した価格表を取

引先に配布していた｡32社は､それぞれの価

格表において､取引形態に応 じた価格を設定

しており､ほぼ各社とも､おおむね､平成9

年度から平成13年度までの期間において､①

｢小売 1袋｣欄記載の ｢小売｣等と称する需

要者向け価格 (以下 ｢小売価格｣という)､(a

｢農協 (lo装)｣欄記載の ｢農協｣等 と称す

る農協向け価格 (以下 ｢農協価格｣という)､

③ ｢大卸 (lo装)｣欄記戟の ｢卸単価10袋｣

等と称する小売業者向け価格 (以下 ｢大卸価

檎 (lo装)｣という)､④ ｢大卸 (100袋)｣欄記

載の ｢卸単価100袋｣等と称する小売業者向

け価格 (以下 ｢大卸欄格 (100袋)｣という)､

⑤ ｢其購 (lo装)｣欄記載の ｢共購｣等 と称

する共同購入による野菜栽培農家向け価格

(以下 ｢共購価格｣という)を設定していた｡

ただし､②を設定していない元詰業者が5社

あったほか､(9を設定しているのは2社のみ

であった｡(以下①-⑤を総称して ｢価格表価

格｣という)
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(2)実際の販売価格

32社は､それぞれ､前述の価格表価格に基

づき､価格表価格から必要なマージンを差 し

引き､あるいは取引年数､取引金額､取引数

量に応じて割引き｡割戻しを行っていた｡

3 基準価格の決定

32社は､いずれも社団法人日本種苗協会
(以下 ｢日程協｣という)の会員であり､日

程協の専門部会の 1つである元詰部会に所属

していた｡遅くとも平成7年から平成9年ま

での間に､毎月3月に､32社のうち2社を除

く30社の営業担当責任者級の者が出席して､

｢元請部会討議研究会｣(以下 ｢討議研究会｣

という)｣が開催され､4種類の元詰種子に

ついて､基準価格を決定していた｡

平成10年 3月以降平成13年 3月までに開催

された討議研究会では､作柄状況､市況等の

情報交換等を行った後､基準価格の検討が行

われた｡まず､4種類の元請種子について､

基準価格を引き上げるか､引き下げるか､ま

たは据え置くかにかかる各元詰業者の希望に

ついてアンケー ト調査が行われ､その集計結

果が発表された｡その後､基準価格について

意見交換が行われ､4種類の元詰種子につい

て小売価格 (上記2日)の①)の基準価格が決

定された｡小売価格の基準価格が決まると､

これに一定の掛け率を乗ずることにより､上

記2(1)の②～⑤の取引形態ごとの基準価格が

それぞれ決定された｡

4 本件審決

公正取引委員会 (以下 ｢公取委｣という)

(被告)は､平成18年11月27日､32社のうち

排除勧告に応諾しなかった原告らを含む19社

に対し､13社と共同して､以下(1)に示す合意

をすることにより､公共の利益に反して､わ

が国における4種類の元詰種子の各販売分野

における競争を実質的に制限していた (独禁

法2条6項該当､3条違反)として､審判審決

を行った (公取委平成18年11月27日審決､審決

集53巻467頁｡以下 ｢本件審決｣という)0

(1)本件合意

32社は､遅 くとも平成10年 3月19日 (平成

10年度の討議研究会が開催された日)以降､4
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種類の元詰種子に関して､

ア 毎年3月に開催される日程協の討議研

究会において､各社が当年度における販

売価格を定める際の基準価格を決定する

こと､

イ 基準価格は､はくさい､キャベツおよ

びだいこんについては､普通品種､中級

品種および高級品種 として､それぞれ

｢A｣､｢B｣および ｢C｣の区分 を設け

各等級区分ごとに決定し､かぶについて

は等級区分を設けないで決定すること､

り 基準価格は､小売価格､共購価格､農

協価格､大卸価格 (lo装)､大 卸価格

(100袋)の別に決定すること､

エ 各社は､基準価格の前年度からの変動

に沿って1品種ごとに､当年度に自社が

適用する価格表価格および個別の取引に

おける販売価格を定めて販売すること､

オ 各社の価格表価格の設定は､①基準価

格が引き上げられた場合には､はくさい､

キャベツおよびだいこんについては､価

格表価格と基準価格が一致する品種は引

き上げられた基準価格どおりに､その余

の品種は､前年度の価格表価格と近似す

る標準価格または前年度の価格表価格の

上下にある基準価格の引上げ額または引

上げ率と同程度の引上げとなるように当

年度の価格表価格を引き上げ､かぶにつ

いては､価格表価格が基準価格と一致す

る品種およびその余の一致しない品種の

いずれも､基準価格の前年度からの引上

げ額または引上げ率と同程度の引上げと

なるように当年度の価格表価格を引上げ､

②基準価格が据え置かれた場合には､価

格表価格も据え置く､

ことを内容とする合意 (以下 ｢本件合意｣と

いう)をしていた｡

(2)価格決定の動向

32社は､上記3で述べたとおり平成10年度

から平成13年度にかけて毎年 3月に討議研究

会を開催 し､基準価格を決定していた｡そし

て､自社の販売する4種類の元詰種子につい

て､平成10､11年度にはおおむね基準価格の

引き上げ幅に従って当年度の価格表価格を引

き上げ､平成12､13年度には基準価格が据え
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置かれたため､当年度の欄格表価格をおおむ

ね据え置いた｡討議研究会に欠席した者は､

他社の価格表に掲載された価格が討議研究会

で決定した基準価格の変動を反映したもので

あることを認識した上で､他社の価格表を確

認することにより自社の価格表価格を設定し

ていた｡

実際の販売価格の決定方法は上記2(2)のと

おりであり､これにより､32社は､おおむね､

それぞれ自社の販売する4種類の元詰種子の

販売価格を､平成10､11年度は各基準価格の

引き上げに治って引き上げ､平成12､13年度

は前年度の販売価格から据え置いていた｡

(3)排除措置

32社のうち26社は､公取委の立入検査を契

機に､平成13年10月4日､直近の基準価格決

定を破棄し､以後､元請種子の販売価格に関

する話し合いを行わない旨の申合せを行った｡

そのことにより､本件合意はすでに消滅して

いると認められたが､被番人19社は13社とと

もに長期間にわたって協調的関係を維持して

いたこと､また､本件合意の消滅は公取委の

審査開始という外部的要因に基づ くものであ

り､被番人19社の自発的な意思に基づくもの

ではなかったことから､今後同様の行為を繰

り返すおそれがあるとの理由で､排除措置が

命じられた｡これに対して､原告16社が審決

取消訴訟を提起した｡

Ⅰ 判決要旨

裁判における争点は､(丑本件合意の存在､

②本件合意の相互拘束性､③本件合意の競争

の実質的制限､④一定の取引分野の画定､⑤

本件審決の法令違反の有無､⑥排除措置の必

要性である｡紙幅との関係から､ここではQ)

-③にとどめざるを得ない｡

1 本件合意の存在について

(本件合意を立証する実質的証拠がない等との

原告主張に対して)① ｢上記(2)の事実 (32丑が

平成10年から13年にかけて､基準価格を決定し､

おおむね基準価格引上幅｡引上率に沿って当該

年度の価格表価格を引き上げ及び据え置いてい

たこと､実際の販売価格も､おおむね基準価格
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に沿って引上げ及び据え置いていたこと:筆者

注)によると､32社は､---少なくとも平成

10年から平成13年までの間､討議研究会で決

定した基準価格により､その前年度からの変

動に従って､自社の元請種子の価格表価格を

定め､その後の販売に当たっても概ね基準価

格に連動した価格で販売を行い､基準価格に

定められる容量と同じ容量の品種については､

基準価格と一致する価格を定めることも多

かったものであるから､このような状態が少

なくとも4年間継続していたことを考慮する

と､自社の価格表価格に言寸議研究会で決定し

た基準価格の変動を反映させていた32社は､

討議研究会で決定する基準価格に基づいて自

社の価格表価格を設定し､販売を行うもので

あること､すなわち､基準価格の決定が自社

の佃格表価格及び販売価格の設定を拘束する

ものであることを認識していたものと推認さ

れる｡また､上記各事実によると､毎年遅く

とも他社の価格表価格が発表された時点にお

いては､他の事業者が同様に基準価格の決定

に基づいた価格表価格を設定していることを

認識し得たものといえ､このような状態が継

続 していたことに照らせば､元詰部会の構成

員である少なくとも32社は各社が基準価格の

決定に基づいてそれぞれ販売価格を設定する

ものと相互に認識していたものと推認される｡

そして､討議研究会における基準価格の具体

的決定方法が､遅 くとも平成10年以降は､

---(本件合意のイおよびクの内容:筆者注)

というものであったことは､上記前提事実に

記載のとおりであるから､32社は､遅くとも

平成10年以降-･･茂寸議研究会における上記の

ような基準価格の決め方を容認してその決定

を行い､これに基づいて自社の価格表価格を

決めることとしていたものというべきであ

る｡｣､｢以上のとおり(2)の事実から､32社は､

遅くとも平成10年3月19日以降--､本件合

意をしていたことを推認することが相当であ

るから､本件審決が本件合意の存在を認定し

た手法には不合理な点はなく､その認定の過

程において経験則違背等のあったことも認め

られない｡｣

② ｢不当な取引制限において必要とされ

る意思の連絡とは､複数事業者間で相互に同



66- NBLJ@No.914(2009.10.1)

内容又は同種の対価の引上げを実施すること

を認識 し､ないしは予測 し､これと歩調をそ

ろえる意思があることをもって足 りるものと

いうべきである---から､このような意思が

形成されるに至った経過や動機について具体

的に特定されることまでを要するものではな

く､本件合意の徴表や､その成立時斯､本件

合意をする動機や意図についても認定するこ

とが必要であることを前提 とする原告 らの上

記主張は､その余の点について判断するまで

もなく理由がない｡｣

2 相互拘束について

(本件合意のみでは､価格設定の予測が立たず､

具体的な販売価格を設定することができないか

ら相互拘束性を欠く等の原告主張に対して)③

｢本来､商品 ｡役務の価格は､市場において､

公正かつ自由を競争の結果決定されるべきも

のであるから､具体的な販売価格の設定が可

能となるような合意をしていなくても､4種

類の元詰種子について､いずれも9)割以上の

シェアを有する32社の元詰業者 らが､本来､

公正かつ自由な競争により決定されるべ き価

格表価格及び販売価格を､継続的に､同業者

団体である日程協元詰部会の討議研究会にお

いて決定 した基準価格に基づいて定めると合

意すること自体が競争を制限する行為にはか

ならないものというべきである｡｣

④ ｢32社は､自社が基準価格に基づ いて

価格表価格及び販売価格を定めると共に､他

社 も基準価格に基づいて価格表価格及び販売

価格を定めるものとの認識を有 していたもの

というべき---であり､上記の限度で事業者

相互の競争制限行動を予測することが可能で

あったものといえるのであって､不当な取引

制限にいう相互拘束性の前提 となる相互予測

としては､上記の程度で足 りるものと解する

のが相当である｡｣

3 実質的競争制限について

G) ｢そもそも､4種類の元詰種子につい

て､いずれも9割以上のシェアを占める32社

が､本来公正かつ自由な競争により決定され

るべき商品価格を､継続的なや り方であるこ

とを認識 した上で､同業者団体である日程協
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元詰部会の討議研究会において協議の上決定

する基準価格に基づいて定めるとの合意をす

ること自体が競争を制限する行為にはかなら

ず､市場における競争機能に十分な影響を与

えるものと推認することが相当である｡｣

⑥ ｢本件合意は､価格表価格 を設定 した

後､販売に際して行われる値引きや割戻 しに

ついては何 ら拘束するものではなく､これに

係 る価格交渉が可能であるとはいい得るもの

の､本件合意がその前提 となる価格表価格を

制限するものである以上､その後の販売価格

の設定において値引きや割戻 し等の価格交渉

が行われているからといって､これらが価格

表価格を全 く無視 して行われる状況に至って

いるなど特段の事情の主張立証があれば格別､

そうでない本件においては､実際の販売価格

の設定において公正かつ自由な競争が確保さ

れているといえるものではない｡ したがって､

個別の取引において値引きや割戻 しに係る価

格交渉が行われていることをもって実質的に

競争が制限されていないとはいえないし､実

際の販売価格までを設定 しうる合意を含んで

いないことから不当な取引制限に当たらない

と解すべき理由も見あたらない｡｣

Ⅲ 検討(1)

判決を支持する.以Tでは､本判決の特徴

的な部分を中心に検討する｡

(1) 本件審決の解説･評釈として､和田催夫

｢経済法｣法時79巻 6号233頁 (判例回顧と

展望2006)､中川晶比兄 ｢経済法判例研究会

(第150回)値幅カルテルと不当な取引制限

タキイ種苗 (秩)ほか18名に対する件

[公取委審判審決平成18.ll.27]｣ジュリ1345
号 (2007)92頁､若林亜里砂 ｢標準価格カル

テルと合意の実効性｣1354号 (2008)268頁

(平成19年度量判解)､本件判決の解説･評

釈として岡田外司博 ｢経済法｣法時80巻 7号
(2008)201頁 (判例回顧と展望2007)､藤田

稔 ｢種苗価格カルテル審決取消請求事件 [東

京高裁平成20.4.4判決] (特集 独占禁止

法関係判決をめぐって)｣公取694号 (2008)

22京､大橋敏遺 ｢基準価格カルテルの 『相互
拘束』｡『競争の実質的制限』該当性｣ジュリ

1376号 (2009)275頁 (平成20年度量判解)

がある｡
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1 番件合意の立証

本件合意 (要件事実的には意思の連絡)の存

在は､本件審決においては､本件合意に関す

る各社代表者等の供述証拠 と､その供述を基

づける基準価格等の決定等の行為の 2面から

立証されるとしていた｡これに対 し､判決は､

審決が重要視 した供述証拠､特に価格決定の

際における各社代表者の認識等の証拠には触

れず､判決要旨①に引用 したとお り､平成10

年から13年にかけて､基準価格 を決定 し､お

おむね基準価格に沿って当該年度の価格表価

格および実際の販売価格 を引上げおよび据え

置いていたという外形的 ･客観的事実のみか

ら､本件合意が認定されると判断 している｡

その理由は､同様に ｢判決要旨｣①に述べ ら

れている｡すなわち､｢以上のような状態を

少なくとも4年間継続｣ しているという事実

か ら､32社について､｢基準価格の決定が 自

社の価格表価格 ･販売価格の設定を拘束する

と認識 していたこと｣､｢他の事業者 も同様に

基準価格の決定に基づいた価格表価格 を設定

していることを認識 し得たこと｣､｢各社が基

準価格の決定に基づいてそれぞれ販売価格を

設定するものと相互に認識 していたこと｣が

推認できる (意思の連絡)というのである(2)0

元請業者 らが､基準価格､価格表価格の決

定時にどのような認識を持っていたかは､い

わば主観的な意識に関することがらである｡

不当な取引制限においては合意の成立が決定

的であるから､この点に関する従業員の供述

等を補強証拠 として用いることは､実務上は

大いにあり得 る｡ しかし､主観的な認識に関

する供述は､時 として収集が困難であり､信

用性が問題 となるなど､これらの証拠に依拠

しすぎるのは危険である｡本判決は､そのよ

うな証拠の援用がな くとも､本件のように不

自然な価格行動を繰 り返 し行っている場合に

は､その点を中心に意思の連絡の推認が可能

であることを認めたことで重要な意味を持っ

ている｡さらに､本判決は､この解釈の理論

的根拠 として､判決要旨②に引用 したように､

不当な取引制限においては､複数事業者間で

相互に同内容または同種の対価の引上げを実

施することを認識 ｡予測 し､これと歩調をそ
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ろえる意思 (意思の連絡)が存在 していれば

足 り (東芝ケミカル事件､東京高判平成 7.

9･25判タ906号136東を引用する)､経過や動

機について具体的に特定されることを要 しな

いと述べている点 も､重要な判示である｡東

京高裁は､すでに受注調整カルテル事件にお

いて､同様の判示をしているが(3)､価格カル

テルに関 しても確認されたことになる(4)｡

なお､本件では､毎年 3月に行われた討議

研究会における基準価格の決定が､意思の連

絡形成の重要な要素となっている｡ とりわけ

問題なのは､基準価格を引き上げるか､引 き

下げるか､または据え置 くかにかかる各元詰

業者の希望についてアンケー ト調査を行い､

集計結果を発表 した上で決定 していることで

ある｡このような方法での基準価格の決定は､

繰 り返されると参加事業者の予測を容易にし､

その後の価格行動影響を与える可能性が高い

というべ きである｡そのように考えると､本

件は､価格カルテルに一般にみられる事前の

連絡交渉､交渉の内容､事後の行動から意思

の連絡を推認できる事例 ともいうことができ

る｡判決は､不 自然な価格行動の繰 り返 しか

ら包括的な合意が推認できると考えたのか､

アンケー ト調査等による基準栖格の決定の事

実は取 り上げてはいるが､それを意思の連絡

の成立 と結びつけて説明することはしていな

い｡この点についてはさらに以下の4で検討

する｡

(2) 判決は､本件審決が本件合意に関する各社

代表者の供述証拠､毎年度の基準価格の決定

および価格表価格の設定の状況等から本件合

意を認定できるとしていると述べたあと､み

ずから､当事者が争わない事実と本件審決が

認定した価格表価格の設定状況と実際の販売

価格の状況の事実の部分を取り上げて､これ

らの事実から判決要旨①を導いている｡

(3)大石組事件､東京高判平成18.12･15審決

集53巻1000頁｡受注調整カルテルの場合は､

本件のように継続的で一致した競争制限的行

動から､背後の基本合意を認定することが多

い｡その場合は､合意が成立した目やそれを

形成するに至った経過等は特定されない｡

(4)本判決の意義は､価格カルテルにおいても､
意思の連絡が存在すればよく､それが形成さ

れるに至った経過･動機について具体的に特

定されることまで要しないことを明らかにし
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たことにある (藤田稔 ｢種苗価格カルテル審

決取消請求事件 [東京高裁平成20.4.4判

決] (特集 独占禁止法関係判決をめぐっ

て)｣公取694号 (2008)25頁､大橋敏遺 ｢基

準価格カルテルの 『相互拘束』･『競争の実質

的制限』該当性｣ジュリ1376号 (2009)276

真)Oもっとi)､意思の連絡の立証方法は､

個々の事案に応じて異なり得る｡事案によっ

ては､特定の日における合意の成立を狙った

立証をせざるを得ない場合や､事業者の意識

や､共通の認識の形成過程を克明に追うこと

によって証明することが必要なケースもあろ

うO本件事案の特徴を考えれば､価格カルテ
ルにおいて､本判決の立証方法を利鞘できる

場合は限定されるであろうQなお､不自然な

外形的行為を中心に黙示的な意思の連絡を認

定できるとした最近の判決 (ただし受注調整

カルテル事件)として郵便区分機入札談合事

件､東京高判平成20･12･19がある｡

2 相互拘束の成立

不 当な取引制限は､事業者が､｢相互 にそ

の事業活動を拘束 し､又は遂行する｣行為で

ある (独禁法 2条6項)｡独禁法上達法 とされ

る相互拘束 とはどのような行為か｡価格カル

テルが､具体的な価格基準 (引上げ額､引上

げ幅､目標額など)に関す る合意である事例

においては､当該合意の内容それ自体が相互

拘束であるとされ､成立が問題 とされること

はなかった｡

相互拘束 とは､定義規定に示 されたとお り､

事業者が相互にその事業活動に一定の制限を

課す (拘束の内容は行為者すべてに同一である

必要はなく､行為者のそれぞれの事業活動を制

約するものであって､共通の目的の達成に向け

られたもの (公取委 ｢流通 ｡取引慣行に関する

独占禁止法上の指針 (平成3)第 1部第2の3)

ことである｡ しか し､このような抽象的な定

義では､競争政策上ニュー トラルな行為が対

象になるおそれがある｡また､相互拘束は､

競争の実質的制限をもたらす ものでなければ

ならない｡ したがって､相互拘束を成立 させ

る ｢事業活動への制限｣は､競争制限的な共

通の 目的の達成に向けられたものでなければ

ならない｡逆にいえば､そのような内容であ

れば相互拘束は成立するのであって､判決要

旨③は､その趣旨を述べたものである(5)0

価格カルテルの事件では､本件のように､
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過去に何度 も価格協定を行っていたことが事

実認定されているケースがある｡その場合で

も､最後の価格カルテルをとらえて違反 とし､

排除措置を命ずるのが一般的であった｡本件

では､長期にわたって同一の競争制限的行為

を生み出す背後の合意 (被告 ･公取委は裁判

ではこれを ｢基本合意｣と呼んでいる)を違反

行為 と構成 している点が特徴である｡多 くの

論者が指摘するように受注調整カルテル と同

様の構成になっている｡

同 じ内容の行為が規則的に繰 り返 されてい

る場合､背後にある合意をとらえることが実

態に適合 し､前述 したように相互拘束の概念

もそれを可能 としている｡ また､効果的な排

除措墓を命ずるためにも必要であろう｡裁判

において､被告 ｡公取委は､競争秩序回復の

ため排除措置の対象を明確 にするために基本

合意を違反行為 ととらえたと主張 している｡

他方で､このような構成をとると､価格の

引 き上げ等 を内容 とする一般的なカルテルの

場合 と比べて､相互拘束は､ より抽象的､包

括的な内容 となる可能性がある｡原告は､そ

の点をとらえて価格設定の相互予測が立たな

いので､事業活動を拘束するとはいえないと

主張 した｡それに答えたのが判決要旨④であ

る｡一般的にいえば､合意の内容が抽象的す

ぎて参加事業者がそれに従 った行動がで きな

いような場合は､競争の実質的制限が認め ら

れないことにな り､相互拘束を違法 とするこ

とができない｡その意味では､原告のいう予

測可能性は必要である｡ しか し､本件合意で

は､基準価格に基づいて価格表価格および販

売価格 を定めることを相互に認識 ｡認容 して

いる関係が成立 してお り､相互拘束性の前提

となる相互予測 としてはこれで十分であると

した判決は正当である(6)｡

(5) 開通する複数の行為をまとめて一個の違反

行為と構成できるかどうかは相互拘束の概念

の理解にかかっている (和田健夫 ｢不当な取

引制限の成立と立証 (下)｣商学討究 (小樽

商科大学)47巻 2･3号 (1997)151真)｡複

数の受注調整行為 (発注は別に行われ､指名

業者も一部重複)について､過去の経緯､参

加事業者の認識等から一個の相互拘束が成立

するとした事件として交通信号機談合事件､
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公取委平成18･3･8審判審決､審決集52巻

277東がある｡

(6)実際には､本件審決では､事実の概要の4
(1)で引用したように､本件合意の内容が､審

判開始決定記載のそれよりも詳細 (審判開始

決定においては合意の実施行為とさていたも

のを合意の内容に取 り込んでいる)に認定さ

れている｡

3 競争の実質的制限

不当な取引制限の違法要件である ｢一定の

取引分野における競争の実質的制限｣が合意

の段階で成立 しうる (いわゆる合意略説)こ

とは､石油価格カルテル刑事事件最高裁判決

(最二判昭和59･2･24)がつとに認めると

ころである｡本件では､通常みられるような､

具体的な引き上げ額 ･幅等の合意ではなく､

基準価格に沿って価格表価格および販売価格

を決定するという､いわば価格の決め方の合

意について競争の実質的制限が認められるか

ということが争点となった｡これに対する判

決の基本的な考え方が､判決要旨⑤である｡

具体的な価格目標が合意の中に示されていな

くとも､90%以上のシェアを占める事業者が､
基準価格に基づいて販売価格を決定すること

を合意した段階で､市場で競争によって価格

が決められるというメカニズムが働 くなって

いると判断できるとの趣旨である｡これは､

｢事業者集団が､その意思で､ある程度自由

に､価格--を左右することによって市場を

支配することができる状態｣を競争の実質的

制限の概念とする東宝 ･スバル東京高裁判決

(昭和26･9･19高氏 4巻14号497東)の考 え

方に立っていると思われる｡合･意と競争の実

質的制限の間には何らかの因果関係が必要で

ある｡判決が､本件合意の競争の実質的制限

効果を認定するに当たって､参加事業者の

シェアおよび合意の内容に加えて､｢継続的

なやり方であることを認識した上で｣､｢同業

者団体の討議研究会の場で協議の上決定す

る｣基準価格に基づいて販売価格を定めると

いう組織性､継続性を指摘している点が注目

に値する｡判決要旨⑥は､以上のことの帰結

として導かれる(7)0

なお､受注調整カルテルにおけるいわゆる

基本合意の場合も同様の問題がある｡受注予
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走者の決め方を定めたにすぎない基本合意で

あっても､個々の受注に当たり別途協議して

特定の受注予定者を定める目的をもって話し

合いをすること自体に ｢相当な競争を制限す

る効果｣があることを認めた裁判例がある(8)0

そのほか､原告らは､競争の実質的制限が

認められない理由として､品種間に価格競争

が存在しないことを挙げ､あるいは価格競争

が存在するとしても軽微であるから競争の実

質的制限には当たらない等主張している｡こ

れに対して､判決は､本件審決の事実認定か

ら元詰種子においても品種間に潜在的な価格

競争が存在していることが認められるとし､

顕在化していないのは､原告らによる本件合

意により､実際の販売価格における各事業者

間の差異が減少しているためであり､需要者

が価格を考慮せずに適正のみで品種を選択す

る状況になっているとすれば､本件合意によ

る競争制限効果は､むしろきわめて深刻であ

るというべきであるとして､これを斥けてい

る｡商品の代替性の減少が､カルテルによる

価格維持 (商品間の価格差を押さえる)に原因

があるというこの判示も重要である(9)0

(7) 合意の段階で競争の実質的制限が推認され

るのであれば､その実施の段階で多少バラツ

キがあっても､全体として合意を実行 してい

ると認定されれば､競争の実質的制限の認定

に影響がないとするのが通説である (たとえ

ば､前掲東芝ケミカル事件判決)0

(8) 協和エクシオ事件 (東京高判平成8･3･

29判時1581号37頁)D判決は､受注予定者を

協議 して定める旨の合意が不当な取引制限に

該当するとの立場に立っているので､ここで

いう ｢相当な競争制限効果｣とは競争の実質

的制限を意味すると考えられる｡

(9)何らかの料金協定をしているとの疑いは払
拭できないとしつつ､事業者が個別の判断で

値上げをしたとみる余地がある等の理由で不

当な取引制限の成立が否定されたエレベー

ター保守価格カルテル事件 (公取委平成6･

7･28審判審決､審決集41巻46頁)も､この

ような事案であったと思われる｡

4 8条1項 1号の適用可能性について

基準価格の決定も価格に関する共同行為で

あるが､本件では､それ自体が違反行為とさ

れているわけではない｡基準価格の設定だけ
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でな く､それにもとづいて個別の価格 も改定

するということまで合意 していたという事例

である｡原告 らも､基準価格 を決定 したこと

は争っていない｡本件の場合､基準価格の決

定それ自体は､独禁法上問題 とならないので

あろうか｡この点を最後に検討する｡

基準価格は､ 日程協元詰部会の討議研究会

において決定されてお り､その際には日種協

が､案内や連絡を行い､その組織 と様式を以

て議事 を進行 し､結果報告を行っている｡基

準価格の決定が､事業者団体である日種協の

行為 と認定することが可能であるとすれば､

本件は､8条 1項1号適用事例ではなかった

かという疑問が当然に出てこよう｡

価格決定の目安 となる基準 ｡標準価格等の

設定であっても､これにより市場における競

争を実質的に制限する場合は8条 1項1号に

違反するとされる (公取委 ｢事業者団体の活動

に関する独占禁止法上の指針｣(平成 7)第2の

1)｡その場合､当該基準価格が､現実の販

売佃格にどのような影響 を及ぼ したか､両者

が連動 しているか どうか (因果関係)をみる

ことになる(10)｡

理論的には､事業者団体が､あ くまで価格

決定の参考 として基準価格 を決定 し､構成事

業者を一切拘束せず､実際にも自由に決定さ

れたのであれば 8条 1項 1号の適用はないと

一応いうことができよう｡ しか し､基準欄格

の決定を通 じて､構成事業者の間に基準価格

に沿って価格 を設定することについての暗黙

の合意を生み出 し､実際の価格行動にもそれ

が反映 されている場合には､競争の実質的制

限を もた らした と判断 され る(ll)｡本件審決

の事実認定 (討議研究会にほとんどすべての事

業者が会議に出席 しアンケー トによって意向調

査を行っていること､供述証拠から得 られる事

業者の認識､実際の価格行動)か らは､その よ

うな解釈 も可能であると思われる(12)0

しか しなが ら､筆者は､背後にある合意に

3条後段をを適用する本件審決の処理を支持

したい｡その理由は､2で述べたように､違

反行為の実態に適合 していること､背後にあ

る合意に排除措置を掛けた方がより効果的で

あることの 2点にある｡
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(10) たとえば､販売業者の事業者団体が､会員

に標準料金表を配付し､これに準じて小売価

格を引き上げを図るように説明し､出席者の

了解を得たことが8条1項 1号違反とされた
例 ((敬)高知児LPガス保安協会事件､公取
委昭和52･7･12勧告審決､審決集24巻20

頁)､逆に､基準となる届出料金を決定した

が実勢料金との乗雛があり連動性がないとし

て同号の適用が否定された例 (社団法人日本

冷蔵倉庫協会事件､公取委平成12･4･19審

判審決､審決集47巻3頁)がある｡

(ll) ｢事業者団体の活動に関する独占禁止法上

の指針｣(平成7)の解説書によると､標準

価格や目標価格等を決定するのは､当該価格

の周辺-の価格の収蝕を期待して行われるの

が通例であり､事業者団体が強制などしなく

ても標準価格等の価格設定の基準となるもの

を示しさえすれば､価格は自ずとその価格に

収欽する可能性が極めて高いといえるとして

疑問視する (岩本章吾編 『新事業者団体ガイ

ドラインのポイント:事業者団体の活動に関

する独占禁止法上の指針』(公正取引協会､

1996)78京)｡問題は8条 1項 1号違反に達

するのはどのような場合かということにある｡

なお公取委は､昭和32年に､日程協の前身で

ある全種連による卸売最低標準価格の決定を

不問にしたことがある (昭和32年度公正取引

委員会年次報告209頁)｡そのとき､公正取引

委員会は､全種連が卸売最低標準価格を決定

し､これを実行するように指導していたが､

当該標準価格は､各卸売業者が価格を決める

際の一応の目安に過ぎず､特に問題とすべき

ほどの影響はないと判断した｡

(12) 本判決は､本文1で指摘した事実 (判決が

重視した32社の不自然に一致した価格行動)

のみでは､8条 1項1号 (あるいは4号)逮

反とまで認めるには疑問が残ると述べている｡

8条 1項 1号を適用の場合は､直近の基準価
格決定を捉えて､排除措置を掛けることとな

ると思われ､課徴金賦課の前提となる実行期

間の始期は当該決定に従って事業活動を開始

した日となる｡なお､本件では､4種類の元

詰種子の他に5種類の元請種子についても基

準価格を決定していた｡しかし､後者の場合

は基準価格の決定時期､参加者､話し合いの

内容等が異なるために別巽に処理されている

(8条 1項1号違反の警告)｡




